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 本論文は，第 1 章で，研究の背景，研究の目的とその意義，研究の方法および論文
の構成を示し，本論文の全体像を示している． 
 第 2 章では，学校教育における情報教育の経緯についてまとめ，知識基盤社会にお
いて育成すべき能力と情報教育で育成すべき能力の類似性と情報教育に関する先行研
究についてまとめ，今後の情報教育に関する研究の方向性の在り方を示している． 
 第 3 章では，中高一貫教育校の情報教育担当教員が情報教育とそれを学ぶ生徒をど
のように捉えているのかについて調査し，担当教員の属性の際によって生じている情
報教育の問題点を指摘している． 
 第 4 章では，第 3 章で明らかになった課題を基に差異や問題の生じた要因を明らか
にするための調査をおこない，情報教育における教員の意識の与える影響についてそ
の問題を指摘している． 



































ついてまとめたものを以下の表 2-1 に示す． 
 
 







































































































































情報活用能力の 3 要素 




















































校に対して新設され，普通科高校では，情報活用能力の 3 要素と対応する「情報 A」，


























の高等学校学習指導要領改訂前の 2000 年から 3 年間に亘って新教科「情報」現職教員
等講習会が開講された．この講習会は，数学，理科，家庭，商業，工業，看護等の免許
状を所持する教員が対象となり，1 日 4 コマの講習を 15 日間受講することで情報科の免
許状を取得できるというものであった．この講習会によって約 9000 人の情報科教員を
養成することができ，講習会開設当時，全国に高等学校は 5450 校あったことから，各






































































































 なお，高等学校学習指導要領については 2009 年に改訂され，これまでの 3 科目体制
から情報活用能力を構成する 3 要素の 1 つである情報活用の実践力に関する内容の比率
が高かった「情報 A」が，社会の進展によって高等学校段階の情報教育として耐えうる
ものではなくなったことから「情報 B」と「情報 C」に集約され，2 科目は「情報の科


















透が進み，「情報教育元年」から約 30 年経過した 2015 年には，政府によって世界最先




























表 2-1 技術科・情報科の学習指導要領上の取扱い領域の変遷 
改 訂年度 技術 情報 内容 年間時数 内容 単位数 1958 技術分野（男子向き）  設計製図，木材加工， 金属加工，機械，電気， 栽培，総合実習 家庭分野（女子向き）  設計製図，家庭工作，家庭機械， 調理，被服製作，保育 
必修 全：105 選択 1,2 年：35 3 年：140 
   該当科目なし 
1969～ 1970 
技術分野  製図，木材加工，金属加工， 機械，電気，栽培 家庭分野  被服，食物，住居，家庭機械， 被服製作，保育 
必修 全：105 選択 1,2 年：35 3 年：105 
工業に関する科目 情報技術実習 プログラミング システム工学 電子計算機 ※全 164 科目内の選択科目 
 14~20 3~9 2~6 3~6 
1977～ 1978 
技術分野  木材加工，金属加工，機械， 電気，栽培 家庭分野  被服，食物，住居，保育 ※全領域から 1 領域以上を選択履修 
必修 1,2 年：70 3 年：105 選択 3 年：35 
工業に関する科目 電子技術（Ⅰ~Ⅲ） 情報技術（Ⅰ~Ⅲ） ※全 64 科目の内の選択科目 ※※普通科高校においては， 情報技術Ⅰの履修が可能 
 設 置 者の判断 
1989 技術分野 必修：木材加工，電気 選択：金属加工，機械，栽培，    情報基礎 家庭分野 必修：家庭生活，食物 選択：被服，保育，住居 ※合計 7 領域以上を履修 ※※男女共履修化（時数半減） 
必修 1,2 年：70 3 年：70~105 選択 2 年：35 3 年：70  
工業に関する科目 情報技術基礎 電子情報技術 プログラミング技術 ソフトウェア技術 コンピュータ応用 ※全 74 科目の内の選択科目 ※※普通科高校においては， 情報技基礎の履修が可能 
  設  置  者  判  断 
1998 技術分野 A 技術とものづくり B 情報とコンピュータ 家庭分野 A 生活の自立と衣食住 B 家族と家庭生活 ※各領域の 1～4 項目までが必修 
必修 1,2 年：70 3 年：35 選択 2 年：35 3 年：70 
専門教科「情報」  11 科目（詳細は省略） ※工業科目から分離 ※※普通科高校でも履修が可能 普通教科「情報」 情報 A~C ※※※1 科目を選択必履修 
 設置者    各 2 
2008 技術分野  A 材料と加工  B エネルギー変換  C 生物育成  D 情報 家庭分野  A 家族・家庭と子どもの成⾧  B 食生活と自立  C 衣生活・住生活と自立  D 身近な消費生活と環境 ※全領域必修化 
必修 1,2 年：70 3 年：35 選択（廃止）  
専門教科「情報」  13 科目（詳細は省略） ※普通科高校でも履修が可能 共通教科「情報」 社会と情報 情報の科学 ※※1 科目を選択必履修 















 このような状況の中で，2006 年に教育基本法，2007 年に学校教育法が改正され，学
















 キーコンピテンシーとは，経済協力開発機構の DeSeCo（Definition and Selection o
f Competencies）プロジェクトが主導して知的基盤社会に求められる資質，能力を定義
したもので，①相互作用的に道具を用いる，②異質な集団で交流する，③自律的に活動













「21 世紀型スキル」として，①コア科目と 21 世紀テーマ，②学習及びイノベーション
スキル，③情報，メディア，テクノロジースキル，④生活と職業スキル，の 4 カテゴリ
ー25 要素にまとめ，官民協働で教育改革を推進しようとしている． 













し整理したものが以下の表 2-2 となる． 
 
表 2-2 キーコンピテンシー，21 世紀型スキル，21 世紀型能力で共通する要素の関係性 
※21 世紀型スキルのうち，「コア教科と 21 世紀テーマ」に関しては該当箇所が散見されないため省略している． 











2 数量スキル 2 知識，情報 














































自律に必要となる知識，技能の 3 つに分類することができる． 
 



































．なお，情報活用能力は A 情報活用の実践力，B 情報の科学的な理解，C 情報社




の対応関係をまとめると以下の表 2-3 となる． 
 
表 2-3 生きる力，21 世紀型能力，情報活用能力の関係性 



































































 これらの点から，情報活用能力の 3 要素 8 観点は，知識基盤社会を生きる上で必要と
なる知識，技能を育成する要素を十分に満たしていることから，情報教育はより一層の
充実を図る必要があると言えよう． 










































表 2-4 情報活用能力と情報学に固有の能力との関係性 
情報活用能力 情報学に固有の能力（案） 


























情 報 社 会 に
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研究の目的に合致する，中等教育学校全 52 校と併設型中高一貫教育校全 320 校の合計
372 校を調査対象とした．実際の回答者は，技術科と情報科を主に担当する教員のうち
教科主任といった役職を担当し，調査校の実情について把握し，教科内容を理解してい
ると考えられる教員を依頼状内で指名している．調査期間は，2015 年 5 月 11 日から同
年 6 月 30 日までに設定した上で，調査対象校に調査協力の依頼状と回答フォームへの


























3.4.1 回答者，調査対象校の属性  
 本研究の調査内容に賛同し，回答した調査対象校は以下の表 3-1 の通りである．3.2
で選出した中高一貫教育校 372 校のうち，回答したのは 121 校で，調査対象校における
回答校の割合は 32.5%となった．内訳は中等教育学校 28 校，併設型中高一貫校 69 校，





表 3-1 回答校数内訳 
調査対象校 発送数 (校) 回収数 (校) 有効回収率 (%) 
中等教育学校 52 28 53.8 
併設型中高一貫教育校 320 69 21.6 
連携型中高一貫教育校 0 10  
その他 0 1  
不明（学校種無回答） 0 13  




 以下に，回答者の属性に関する回答結果を［問 2］から［問 6］に亘って示す．また




教職経験年数は，0～5 年が 21.3%，6～10 年が 19.7%，11～20 年が 23.8%，21～30
年が 23.0%，31～40 年が 11.5%，41 年以上が 0.8%となっている（表 3-2）． 
 
表 3-2 回答者の教職経験年数 
教職経験年数 割合 (%) 
0～5 年 21.3 
6～10 年 19.7 
11～20 年 23.8 
21～30 年 23.0 
31～40 年 11.5 




 回答者の勤務校での役職について，管理職が 1.9%，教務主任が 3.8%，教科主任が 3







表 3-3 回答者の役職             表 3-4 回答者の役職（詳細） 
役職 割合（%）  役職 割合（%） 
教諭 42.5  教科主任 40.9 
教科主任 33.8  教諭 29.1 
その他 11.3  その他 12.7 
教務主任 3.8  非常勤講師 7.3 
管理職（校⾧・副校⾧・教頭） 1.9  非常勤講師 7.3 
不明（無回答） 6.9  管理職（校⾧・副校⾧・教頭） 3.6 
   教務主任 3.6 
   非常勤講師 兼 教科主任 1.8 










も指導しない教員は 14.9%，無回答が 9.1%という回答結果となった． 
 
















所持していないとする回答は 9.1%，無回答が 9.9%であった（表 3-6）． 
 


















回答が 2.5%，その他が 0.8%，無回答が 21.5%であった（表 3-7）． 
 











 回答者の勤務する学校の所在地については，北海道地方が 13.2%，東北地方が 5.
0%，関東地方が 22.3%，中部地方が 13.2%，関西地方が 12.4%，中国地方が 5.8%，四
国地方が 7.4%，九州・沖縄地方が 20.7%であった（表 3-8）． 
 














 調査校の設置区分は，私立が 52.1%，都道府県立が 29.8%，国立と市町村立が 4.
1%，無回答が 9.9%であった（表 3-9）． 
 
表 3-9 調査校設置区分 
設置区分 私立 都道府県立 国立 市町村立 無回答 





育学校が 23.1%，連携型中高一貫教育校が 8.3%，その他の学校が 0.8%，無回答が 10.
7%であった．表については前掲表 3-1 の通りであるため省略する． 
 
［問 10］平成 27 年度現在，文部科学省等の各種事業から指定を受けていますか．【複数】 
［問 11］平成 26 年度以前に，文部科学省等の各種事業から指定を受けていましたか．【複数】 
 調査校が現在および過去に文部科学省等から指定を受けていた事業の有無については
以下の表 3-10 の通りとなった．  
 
表 3-10 文部科学省等から指定された事業の割合 
指定事業等 平成 27 年(%) 前年度以前(%) 
SSH 9.1 9.9 
SSH/CSSH 0.0 0.8 
SGH 7.4 1.7 
SSH/SGH 0.8 0.0 
SGHA 0.8 4.1 
SSH/SGHA 0.8 0.8 
SSH/CSSH/SGHA 0.0 1.7 
国際バカロレア 0.8 0.8 
SGH/IB 0.8 0.0 
SSH/SGH/IB 0.8 0.8 
SGHA/IB 0.8 0.0 
SGH/SELHi 0.0 0.8 
ユネスコスクール 2.5 2.5 
キャリア教育研究指定校 1.7 0.0 
ことばの力育成プロジェクト指定校/SELHi 0.0 0.0 
指定事業なし 61.2 59.5 
不明 2.5 5.0 










おこなっていた学校は 16.5%，おこなっていない学校は 14.9%，無回答は 68.6%であっ
た（表 3-11）．また，具体的な読み替えの内容としては，技術科と情報科の授業時数，
単位数，内容の増減に着目して分類した（表 3-12）．回答した 19 校のうち，技術科，情
報科の取扱いについて，内容を特例等に対応させるために変更した学校が，7 校，探究
活動等のために単位数を削減した学校が 9 校，技術科および情報科と関係のない読み替
えを回答した学校が 3 校であった． 
 




























 「社会と情報」を「ＳＳＨ情報」として発展的内容を取り入れ。 内容変更 
 情報２単位中の１単位を「科学研究方法概論」 減単 
 情報 1 単位が学校研究科目へ 減単 
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 『社会と情報（２単位）』＋『SGH 課題研究 2Ｂ（１単位）』の
ところ,『SGH 課題研究 2A（３単位）』とする。 
減単 




 情報科に関しては１単位を探究講座というものに振替。 減単 
 今年度から SGH 関連で本校指定科目「Global Studies」に「情
報基礎」を１単位置き換えている。 
減単 
 H26 年度は「情報 B」を、H27 年度は「情報の科学」各 2 単位
のところを 1 単位に減単し、SSH 科目に振替。 
減単 
 「情報」を１単位減として対応している。 減単 
 大学との連携授業，フィールドワークなど 記述無 
 世界史及び総合的学習を SSH に振り替えた。現在は総合的学習
のみ振り替えている。 
記述無 










（表 3-13）．  
 

















以下の表 3-14 に示す． 
 
表 3-14 両免許状を所持する教員 
所持者数(人) 0 1 2 3 4 無回答 















表 3-14 情報教育担当教員割合 
雇用形態 正規雇用 元正規雇用 非正規雇用 その他 


















身が 26.2%，人文社会学系が 16.4%，情報学系が 6.6%，理工学系が 37.9%，体育芸術
学系が 5.1%，そのほかの学問系統が 7.8%という回答が得られた（表 3-16）． 
 
表 3-16 情報教育担当教員出身学部系統 
学部系統 教育 人文社会 情報 理工 体芸 その他 












しているのかを，［問 18-1］，［問 18-2］では，意欲について，［問 18-3］，［問 18-4］で
は授業時のつまずきに関して，［問 18-5］から［問 18-7］では，情報活用能力の習熟度






う思わない」が 10.9%，「あまりそう思わない」が 62.4%，「そう思う」が 23.8%，「と
てもそう思う」が 3.0%となり，70%以上の教員が難しさを感じていないことが判明し
た．また，学力の“低い”生徒の場合，「全くそう思わない」が 15.8%，「あまりそう思わ
ない」が 68.3%，「そう思う」が 11.9%，「とてもそう思う」が 4.0%となり，ここでは 8
0%以上の教員が難しさを感じていないことが判明した（表 3-17）． 
 









高い 10.9 62.4 23.8 3.0 






思わない」が 12.9%，「あまりそう思わない」が 74.3%，「そう思う」が 10.9%，「とて
もそう思う」が 2.0%となり，85%以上の教員が授業においてつまずく生徒はいないと捉
えていることが判明した．また，情報科では，「全くそう思わない」が 6.9%，「あまりそ











技術科 12.9 74.3 10.9 2.0 









い」が 1.0%，「あまりそう思わない」が 32.7%，「そう思う」が 62.4%，「とてもそう思
う」が 4.0%となった．また，「複数の情報源の情報を整理，解釈する能力」について
は，「全くそう思わない」が 0.0%，「あまりそう思わない」が 44.6%，「そう思う」が 5
2.5%，「とてもそう思う」が 3.0%となった．そして，「受け手の状況に応じた表現，情
報発信する能力」については，「全くそう思わない」が 0.0%，「あまりそう思わない」が
41.6%，「そう思う」が 55.4%，「とてもそう思う」が 3.0%となった（表 3-19）． 
 










4.0 62.4 32.7 1.0 
複数の情報源の情報を整理、解釈することができる 3.0 52.5 44.6 0.0 

































技術科の年間授業時数は，1 年生では，0 時間が 16.7%，1～17.5 時間が 28.9%，17.6
～25 時間が 3.3%，26～30 時間が 4.4%，31～35 時間が 35.6%，36～40 時間が 2.2%，
41 時間以上が 8.9%となった．次に，2 年生は，0 時間が 16.7%，1～17.5 時間が 25.
6%，17.6～25 時間が 3.3%，26～30 時間が 4.4%，31～35 時間が 35.6%，36～40 時間
が 3.3%，41 時間以上が 11.1%であった．そして 3 年生は，0 時間が 23.3%，1～17.5 時
間が 50.0%，17.6～25 時間が 7.8%，26～30 時間が 3.3%，31～35 時間が 12.2%，36～
40 時間が 0.0%，41 時間以上が 3.3%という結果となった．1，2，3 年生の回答のいず
れも，学校教育法施行規則の示す標準時間数に基づいた授業時数を家庭科と等分した時
間数である 1 年生 35 時間，2 年生 35 時間，3 年生 17.5 時間が最も多い回答となった
（表 3-21）． 
 
表 3-21 技術・家庭科技術分野年間授業時数（単位：%） 
授業時数(時) 0 1~17.5 17.6~25 26~30 31~35 35~40 41~ 
1 年生 16.7 28.9 3.3 4.4 35.6 2.2 8.9 
2 年生 16.7 25.6 3.3 4.4 35.6 3.3 11.1 





6%，8～14 時間が 9.7%，15～21 時間が 16.7%，22～28 時間が 15.3%，29～35 時間が
34.7%となった．次に，エネルギー変換に関する分野は，1～7 時間が 29.4%，8～14 時
間が 14.7%，15～21 時間が 30.9%，22～28 時間が 7.4%，29～35 時間が 17.6%となっ
た．次に，生物育成に関する分野は，1～7 時間が 36.9%，8～14 時間が 26.2%，15～2
1 時間が 24.6%，22～28 時間が 4.6%，29～35 時間が 7.7%となった．最後に，情報に
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関する分野は，1～7 時間が 26.7%，8～14 時間が 12.0%，15～21 時間が 26.7%，22～
28 時間が 13.3%，29～35 時間が 21.3%となった（表 3-22）． 
 
表 3-22 技術科分野別授業時数（単位：%） 
授業時数(時) 1~7 8~14 15~21 22~28 29~35 
材料加工 23.6 9.7 16.7 15.3 34.7 
エネルギー変換 29.4 14.7 30.9 7.4 17.6 
生物育成 36.9 26.2 24.6 4.6 7.7 





書が 8.9%，その他の回答が 2.5%であった（表 3-23）． 
 
表 3-23 技術科教科書教科書別採択率（単位：%） 
出版社名 開隆堂 東京書籍 教育図書 その他 




情報科の単位数は，1 年生では，0 単位が 42.4%，1 単位が 22.8%，2 単位が 34.8%と
なった．次に，2 年生では，0 単位が 56.0%，1 単位が 19.8%，2 単位が 24.2%となっ
た．そして，3 年生では，0 単位が 72.7%，1 単位が 8.0%，2 単位が 19.3%となった
（表 3-24）． 
 
表 3-24 情報科授業単位数（単位：%） 
授業時数(単位) 0 1 2 
1 年生 42.4 22.8 34.8 
2 年生 56.0 19.8 24.2 



































［問 26］［問 25］の回答理由をお答えください．【自由記述】 
 勤務校における技術科，情報科による情報教育で最も習得を重視する情報活用能力を
尋ねた本設問では，情報活用の実践力が 50.6%，情報の科学的な理解が 12.9%，情報社
会に参画する態度が 36.5%となった（表 3-26）． 
 
表 3-26 最も重視する情報教育の観点（単位：%） 
観点 情報活用の実践力 情報の科学的な理解 情報社会に参画する態度 









ログラミングを重要視している」が 20.0%，「SSH に対応するため」が 20.0%であっ
た．最後に情報社会に参画する態度の回答者は，「情報モラルを習得させる」が 65.
2%，「情報社会への対応」が 17.4%，「その他」が 17.4%であった（表 3-27）． 
 
表 3-27 情報教育の観点で最も重視する理由 
情報活用の実践力 情報の科学的な理解 情報社会に参画する態度 
理由 割合(%) 理由 割合(%) 理由 割合(%) 
機器操作 32.0 知識重視 60.0 情報モラル 62.5 
社会で重要視 28.0 プログラミング 20.0 社会への対応 17.4 
情報リテラシー 16.0 SSH 対応 20.0 その他 17.4 
課題解決能力 8.0     
受験・大学用 8.0     



































る」が 10.0%，「よくある」が 4.4%，「あまりない」が 28.9%，「全くない」が 56.7%と
いう結果になった．また，日常的な話し合いの機会の有無については，「とてもある」が
14.4%，「よくある」が 13.3%，「あまりない」が 38.9%，「全くない」が 33.3%という結
果になった． 
 
［問 27-7］他教科（技術科，情報科以外）に TT として参加することがある． 
情報教育を担当する教員が，他の授業に参加し，ICT 機器の操作や授業支援等をおこ
なう機会の有無に関しては，「とてもある」が 3.3%，「よくある」が 2.2%，「あまりな























情報科で技術科で扱った内容と同じ項目を指導することがある 3.3 41.1 35.6 20.0 
技術科で情報科で扱う予定の内容と同じ項目を指導することがある 2.2 45.6 31.1 21.1 
義務教育段階での情報教育の内容と程度を把握できている 8.9 43.3 34.4 13.3 
両教科の接続性を意識した教科書選定をしている 7.8 13.3 40.0 38.9 
両教科合同で教科会を行っている 10.0 4.4 28.9 56.7 
教科内容について両教科の担当者が日常的に話し合う機会がある 14.4 13.3 38.9 33.3 
他教科に TT として参加することがある 3.3 2.2 37.8 56.7 
学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある 2.2 6.7 42.2 48.9 


































































い」が 11.1%という回答結果となった．  
 










教材研究・教材準備の時間が充分に確保できていない 16.7 43.3 37.8 2.2 
年間の授業時数が不足している 12.2 37.8 42.2 7.8 
技術科，情報科の指導項目の順序性を改善したい 7.8 27.8 54.4 10.0 
中学校での情報教育は技術科だけでは不安がある 13.3 40.0 37.8 8.9 
高等学校での情報教育は情報化だけでは不安がある 2.2 42.2 43.3 12.2 









が困難」が 3 件，「生徒・社会の実態に教科内容が即していない」が 2 件，「教員の能力
が不足，対応できていない」，「授業時数が不足している」，「生徒のレディネスに差が生
じている」，「校内インフラ整備を担当している」がそれぞれ 1 件であった（表 3-31）． 
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 回答者の勤務校における直近のカリキュラム改訂年度を尋ねた結果，平成 26 年度が 6
6.7%，平成 25 年度が 20.0%，平成 24 年度が 6.7%，平成 23 年度が 0.8%，平成 22 年
度が 1.7%，平成 21 年度が 0.8%，平成 20 年度が 1.7%，平成 19 年度が 0.8%，平成 18
年度が 0.8%となった（表 3-32）． 
 
表 3-32 カリキュラムの改訂年度（単位：%） 
年度 ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 




 カリキュラム改訂の理由には，学習指導要領の改訂が 54.8%，教科書の改訂が 17.


















からの指定に対応するためが 2.4%，大学入試のためが 1.2%，他教科との関係が 1.2%，
教科間の指導項目の重複解消が 1.2%，学習指導要領に定められているが 1.2%，その他
が 4.8%であった（表 3-34）． 
 
表 3-34 カリキュラム改訂のねらい（単位：%） 
理由 割合 











方法，評価基準が分からないが 1.3%，実習環境の整備が 1.3%，その他が 1.3%であっ
た．なお，課題はないとする回答は 3.9%であった（表 3-35）． 
 
表 3-35 カリキュラム運用上の課題（単位：%） 
理由 割合 
























くある」が 6.0%，「時々ある」が 32.1%，「あまりない」が 40.5%，「全くない」が 21.
4%という回答結果となった． 
 






教科の年間指導計画を策定する際に両教科の接続性を意識している 10.7 16.7 48.8 23.8 
中高で一貫した情報教育あるいは情報活用能力育成のための計画を 
策定している 
11.9 17.9 40.5 29.8 










各 1 件であった（表 3-37）． 
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表 3-37 カリキュラムで特筆すべき点（全 10 件） 
内容 
 必須科目のほかに選択科目として「コンピュータグラフィックス」「コンピュータ演習」 
























ねた［問 35］の 4 項目 24 問である．属性は，教員経験年数，役職，指導教科，所持免
許状，取得時期，中高一貫教育の実施形態，学校設置者，各種事業を対象とした．ま
た，本節では，クロス集計に加えて，各属性の要素間で有意差の有無を確認するため，









 本属性では，検定を行う前に，情報科が新設された 1998 年を分割の目安とし，選





 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の教員間で，生徒の複数の情報源の情報を整
理，解釈する能力の習得状況への認識について，カイ 2 乗検定では，1%水準で有意に
教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検
定では，1%水準で有意に教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えている
ことが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.009<0.01，df=2，t 検定：t=-3.269，df=86.052，
p=0.002<0.01）． 
 
［問 27-8］学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある．  
 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の教員間で，学校図書館を学習情報センターと
して利活用する頻度について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 2
1 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる．また，t 検定では，1%水準で
有意に教職経験年数が 21 年以上の教員の方が肯定的に捉えていることが分かる（カイ
2 乗検定：p=0.019<0.01，df=3，t 検定：t=-2.703，df=88，p=0.008<0.01）． 
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表 3-38 教職経験年数＊［問 18-6］クロス表 
  ［問 18-6］ 合計 







20 年以下 度数 35 26 1 62 
期待度数 27.6 32.5 1.8 62.0 
教職経験年数 の % 56.5% 41.9% 1.6% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -2.7 -1.0  
21 年以上 度数 10 27 2 39 
期待度数 17.4 20.5 1.2 39.0 
教職経験年数 の % 25.6% 69.2% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 -3.0 2.7 1.0  
合計 度数 45 53 3 101 
期待度数 45.0 53.0 3.0 101.0 




表 3-39 教職経験年数＊［問 18-6］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 9.496a 2 .009** 
尤度比 9.784 2 .008 
有効なケースの数 101   




表 3-40 教職経験年数＊［問 27-8］クロス表 
  ［問 27-8］ 合計 







20 年以下 度数 33 18 3 0 54 
期待度数 26.4 22.8 3.6 1.2 54.0 
教職経験年数 の % 61.1% 33.3% 5.6% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -2.1 -.5 -1.8  
21 年以上 度数 11 20 3 2 36 
期待度数 17.6 15.2 2.4 .8 36.0 
教職経験年数 の % 30.6% 55.6% 8.3% 5.6% 100.0% 
調整済み残差 -2.8 2.1 .5 1.8  
合計 度数 44 38 6 2 90 
期待度数 44.0 38.0 6.0 2.0 90.0 
教職経験年数 の % 48.9% 42.2% 6.7% 2.2% 100.0% 
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表 3-41 教職経験年数＊［問 27-8］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 9.901a 3 .019* 
尤度比 10.765 3 .013 
有効なケースの数 90   





表 3-42 3.4.5.1 グループ統計量 
教職経験年数 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 18-6］ 20 年以下 62 -.113 1.0260 .1303 
21 年以上 39 .538 .9416 .1508 
［問 27-8］ 20 年以下 54 -1.500 .7709 .1049 



















［問 18-6］ 仮定 9.371 .003 -3.205 99 .002 -.6514 .2032 -1.0546 -.2481 
非仮定   -3.269 86.052 .002** -.6514 .1993 -1.0475 -.2552 
［問 27-8］ 仮定 .119 .731 -2.703 88 .008** -.5278 .1953 -.9158 -.1397 




 3.4.5.2 役職 





 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，クロス表及びカイ 2 乗検定では，
属性の結果をそのまま利用して検定を実施した．t 検定では，技術科の指導の有無を 2
群に分ける際の指標とし，情報のみと両教科の指導の 2 つの組み合わせに分け，他教







































表 3-44 指導教科＊［問 27-3］クロス表 
  ［問 27-3］ 合計 









技 度数 1 0 1 0 2 
期待度数 .2 .7 .9 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.8 -1.1 .2 -.5  
技情 度数 1 3 15 6 25 
期待度数 2.8 9.0 10.8 2.5 25.0 
指導している教科 の % 4.0% 12.0% 60.0% 24.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.4 -3.0 2.0 2.8  
情 度数 6 26 18 2 52 
期待度数 5.8 18.6 22.5 5.1 52.0 
指導している教科 の % 11.5% 50.0% 34.6% 3.8% 100.0% 
調整済み残差 .2 3.6 -2.1 -2.4  
情他 度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .1 .4 .4 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.4 -.8 1.2 -.3  
他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .1 .4 .4 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -.8 -.9 -.3  
合計 度数 9 29 35 8 81 
期待度数 9.0 29.0 35.0 8.0 81.0 
指導している教科 の % 11.1% 35.8% 43.2% 9.9% 100.0% 
 
 
表 3-45 指導教科＊［問 27-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 30.485a 12 .002** 
尤度比 27.339 12 .007 
有効なケースの数 81   




表 3-46 指導教科＊［問 27-5］クロス表 
  ［問 27-5］ 合計 









技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 1.2 .5 .1 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.2 .7 -.3 -.5  
技
情 
度数 12 3 2 8 25 
期待度数 14.5 6.8 .9 2.8 25.0 
指導している教科 の % 48.0% 12.0% 8.0% 32.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 -2.0 1.4 4.0  
情 度数 33 17 1 1 52 
期待度数 30.2 14.1 1.9 5.8 52.0 
指導している教科 の % 63.5% 32.7% 1.9% 1.9% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.5 -1.1 -3.5  
情
他 
度数 0 1 0 0 1 
期待度数 .6 .3 .0 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 1.6 -.2 -.4  
他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .6 .3 .0 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .9 -.6 -.2 -.4  
合計 度数 47 22 3 9 81 
期待度数 47.0 22.0 3.0 9.0 81.0 




表 3-47 指導教科＊［問 27-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 22.967a 12 .028* 
尤度比 22.565 12 .032 
有効なケースの数 81   





表 3-48 指導教科＊［問 35-1］クロス表 
  ［問 35-1］ 合計 









技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .5 1.0 .3 .2 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .9 .0 -.6 -.5  
技
情 
度数 0 12 5 8 25 
期待度数 5.9 12.8 3.3 3.0 25.0 
指導している教科 の % 0.0% 48.0% 20.0% 32.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.4 -.4 1.2 3.8  
情 度数 16 26 4 1 47 
期待度数 11.1 24.1 6.2 5.6 47.0 
指導している教科 の % 34.0% 55.3% 8.5% 2.1% 100.0% 
調整済み残差 2.7 .9 -1.5 -3.3  
情
他 
度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .2 .5 .1 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.6 -1.0 2.6 -.4  
他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .2 .5 .1 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.8 -1.0 -.4 -.4  
合計 度数 18 39 10 9 76 
期待度数 18.0 39.0 10.0 9.0 76.0 




表 3-49 指導教科＊［問 35-1］カイ二乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 33.143a 12 .001** 
尤度比 35.466 12 .000 
有効なケースの数 76   
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表 3-50 指導教科＊［問 35-3］クロス表 
  ［問 35-3］ 合計 









技 度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .4 .8 .6 .1 2.0 
指導している教科 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.0 .3 -1.0 -.4  
技
情 
度数 1 6 14 4 25 
期待度数 5.3 10.2 7.9 1.6 25.0 
指導している教科 の % 4.0% 24.0% 56.0% 16.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.6 -2.1 3.2 2.3  
情 度数 13 24 9 1 47 
期待度数 9.9 19.2 14.8 3.1 47.0 
指導している教科 の % 27.7% 51.1% 19.1% 2.1% 100.0% 
調整済み残差 1.8 2.3 -3.0 -2.0  
情
他 
度数 0 0 1 0 1 
期待度数 .2 .4 .3 .1 1.0 
指導している教科 の % 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.5 -.8 1.5 -.3  
他 度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .2 .4 .3 .1 1.0 
指導している教科 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.9 -.8 -.7 -.3  
合計 度数 16 31 24 5 76 
期待度数 16.0 31.0 24.0 5.0 76.0 




表 3-51 指導教科＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 26.698a 12 .009** 
尤度比 27.641 12 .006 
有効なケースの数 76   







表 3-52 3.4.5.3 グループ統計量 
指導している教科 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 27-3］ 技情 25 .880 1.0536 .2107 
情 52 -.308 1.1805 .1637 
［問 27-5］ 技情 25 -.360 1.8457 .3691 
情 52 -1.538 .7787 .1080 
［問 35-1］ 技情 25 .360 1.3808 .2762 
情 47 -1.106 .9379 .1368 
［問 35-3］ 技情 25 .560 1.1576 .2315 




表 3-53 3.4.5.3 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のための 
Levene の検定 
2 つの母平均の差の検定 












［問 27-3］ 仮定 8.112 .006 4.275 75 .000 1.1877 .2778 .6343 1.7411 
非仮定   4.451 52.685 .000** 1.1877 .2668 .6524 1.7230 
［問 27-5］ 仮定 81.824 .000 3.950 75 .000 1.1785 .2983 .5842 1.7727 
非仮定   3.064 28.186 .005** 1.1785 .3846 .3909 1.9661 
［問 35-1］ 仮定 21.181 .000 5.337 70 .000 1.4664 .2747 .9184 2.0143 
非仮定   4.758 36.092 .000** 1.4664 .3082 .8414 2.0914 
［問 35-3］ 仮定 .583 .448 4.985 70 .000** 1.3898 .2788 .8337 1.9458 










































表 3-54 所持免許状＊［問 27-4］クロス表 
  ［問 27-4］ 合計 










技 度数 2 1 1 1 5 
期待度数 2.0 1.9 .7 .4 5.0 
所持している免許状 の % 40.0% 20.0% 20.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 .0 -.9 .4 .9  
技
情 
度数 5 2 5 3 15 
期待度数 5.9 5.7 2.1 1.3 15.0 
所持している免許状 の % 33.3% 13.3% 33.3% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 -.5 -2.2 2.4 1.7  
情 度数 24 27 5 3 59 
期待度数 23.2 22.4 8.2 5.2 59.0 
所持している免許状 の % 40.7% 45.8% 8.5% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 .4 2.4 -2.4 -2.0  
合計 度数 31 30 11 7 79 
期待度数 31.0 30.0 11.0 7.0 79.0 




表 3-55 所持免許状＊［問 27-4］カイ二乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 13.131a 6 .041* 
尤度比 12.445 6 .053 
有効なケースの数 79   
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表 3-56 所持免許状＊［問 27-5］クロス表 
  ［問 27-5］ 合計 










技 度数 3 1 0 1 5 
期待度数 2.9 1.3 .2 .6 5.0 
所持している免許状 の % 60.0% 20.0% 0.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 .1 -.3 -.5 .6  
技
情 
度数 6 2 2 5 15 
期待度数 8.7 4.0 .6 1.7 15.0 
所持している免許状 の % 40.0% 13.3% 13.3% 33.3% 100.0% 
調整済み残差 -1.6 -1.3 2.1 3.0  
情 度数 37 18 1 3 59 
期待度数 34.4 15.7 2.2 6.7 59.0 
所持している免許状 の % 62.7% 30.5% 1.7% 5.1% 100.0% 
調整済み残差 1.4 1.4 -1.7 -3.0  
合計 度数 46 21 3 9 79 
期待度数 46.0 21.0 3.0 9.0 79.0 




表 3-57 所持免許状＊［問 27-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 15.669a 6 .016* 
尤度比 13.226 6 .040 
有効なケースの数 79   





表 3-58 所持免許状＊［問 35-3］クロス表 
  ［問 35-3］ 合計 










技 度数 1 3 1 0 5 
期待度数 1.0 2.0 1.7 .3 5.0 
所持している免許状 の % 20.0% 60.0% 20.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .0 1.0 -.7 -.6  
技
情 
度数 1 2 9 3 15 
期待度数 3.0 5.9 5.1 1.0 15.0 
所持している免許状 の % 6.7% 13.3% 60.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.5 -2.3 2.4 2.3  
情 度数 13 24 15 2 54 
期待度数 10.9 21.2 18.2 3.6 54.0 
所持している免許状 の % 24.1% 44.4% 27.8% 3.7% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.5 -1.8 -1.7  
合計 度数 15 29 25 5 74 
期待度数 15.0 29.0 25.0 5.0 74.0 




表 3-59 所持免許状＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 14.133a 6 .028* 
尤度比 14.028 6 .029 
有効なケースの数 74   





表 3-60 3.4.5.4 グループ統計量 
所持している免許状 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 27-4］ 技情 15 -.067 1.6676 .4306 
情 59 -1.085 1.1031 .1436 
［問 27-5］ 技情 15 -.133 1.8465 .4768 
情 59 -1.441 .9874 .1285 
［問 35-3］ 技情 15 .733 1.1629 .3003 





表 3-61 3.4.5.4 独立サンプルの検定 
  等分散 等分散性のための 
Levene の検定 
2 つの母平均の差の検定 









差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 27-4］ 仮定 13.108 .001 2.855 72 .006 1.0181 .3566 .3072 1.7290 
非仮定   2.243 17.237 .038* 1.0181 .4539 .0614 1.9747 
［問 27-5］ 仮定 29.412 .000 3.757 72 .000 1.3073 .3480 .6136 2.0011 
非仮定   2.648 16.089 .017* 1.3073 .4938 .2610 2.3537 
［問 35-3］ 仮定 1.563 .216 3.664 67 .000** 1.3074 .3568 .5952 2.0196 






 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，クロス表及びカイ 2 乗検定では，
属性の結果をそのまま利用して検定を実施した．t 検定では，4 年生大学および通信制
大学での取得を 1 つの群として統合し，臨時講習を一方の 1 群として残し，残りを除














表 3-62 情報科免許取得時期＊［問 18-1］クロス表 
  ［問 18-1］ 合計 













度数 5 18 16 1 40 
期待度数 4.6 24.8 9.7 .9 40.0 
情報科免許の取得時期 の % 12.5% 45.0% 40.0% 2.5% 100.0% 
調整済み残差 .3 -3.0 3.2 .1  
通
信 
度数 1 0 0 0 1 
期待度数 .1 .6 .2 .0 1.0 
情報科免許の取得時期 の % 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -1.3 -.6 -.2  
臨
講 
度数 3 35 5 1 44 
期待度数 5.1 27.3 10.6 1.0 44.0 
情報科免許の取得時期 の % 6.8% 79.5% 11.4% 2.3% 100.0% 
調整済み残差 -1.4 3.4 -2.8 .0  
臨
免 
度数 1 1 0 0 2 
期待度数 .2 1.2 .5 .0 2.0 
情報科免許の取得時期 の % 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 1.7 -.4 -.8 -.2  
合計 度数 10 54 21 2 87 
期待度数 10.0 54.0 21.0 2.0 87.0 




表 3-63 情報科免許取得時期＊［問 18-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 22.922a 9 .006** 
尤度比 19.103 9 .024 
有効なケースの数 87   





表 3-64 3.4.5.5 グループ統計量 
情報科免許の取得時期 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 18-1］ 大学 40 -.250 1.1929 .1886 





表 3-65 3.4.5.5 独立サンプルの検定 














差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 18-1］ 仮定 24.993 .000 2.347 82 .021 .5227 .2227 .0797 .9658 






 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，当初から併設型中高一貫教育校と
中等教育学校を対象としていたことから，それ以外回答は除外し，前述の 2 つを使用





















































表 3-67 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 8.106a 3 .044* 
尤度比 8.718 3 .033 
有効なケースの数 81   





表 3-68 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-4］クロス集計 
  ［問 27-4］ 合計 






度数 26 22 7 2 57 
期待度数 21.8 22.5 7.7 4.9 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 45.6% 38.6% 12.3% 3.5% 100.0% 
調整済み残差 2.1 -.3 -.5 -2.5  
中
等 
度数 5 10 4 5 24 
期待度数 9.2 9.5 3.3 2.1 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 20.8% 41.7% 16.7% 20.8% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 .3 .5 2.5  
合計 度数 31 32 11 7 81 
期待度数 31.0 32.0 11.0 7.0 81.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 38.3% 39.5% 13.6% 8.6% 100.0% 
 
  ［問 27-2］ 合計 






度数 14 20 21 2 57 
期待度数 12.0 16.9 26.7 1.4 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 24.6% 35.1% 36.8% 3.5% 100.0% 
調整済み残差 1.2 1.7 -2.8 .9  
中
等 
度数 3 4 17 0 24 
期待度数 5.0 7.1 11.3 .6 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 12.5% 16.7% 70.8% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.2 -1.7 2.8 -.9  
合計 度数 17 24 38 2 81 
期待度数 17.0 24.0 38.0 2.0 81.0 




表 3-69 中高一貫教育の実施形態＊［問 27-4］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 8.855a 3 .031* 
尤度比 8.509 3 .037 
有効なケースの数 81   





表 3-70 中高一貫教育の実施形態＊［問 29-1］クロス集計 
  ［問 29-1］ 合計 





度数 2 27 17 11 57 
期待度数 1.4 21.8 23.9 9.9 57.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 3.5% 47.4% 29.8% 19.3% 100.0% 
調整済み残差 .9 2.6 -3.4 .7  
中
等 
度数 0 4 17 3 24 
期待度数 .6 9.2 10.1 4.1 24.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 16.7% 70.8% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 -.9 -2.6 3.4 -.7  
合計 度数 2 31 34 14 81 
期待度数 2.0 31.0 34.0 14.0 81.0 




表 3-71 ［問 29-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 12.220a 3 .007** 
尤度比 12.922 3 .005 
有効なケースの数 81   






表 3-72 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-1］クロス集計 
  ［問 35-1］ 合計 






度数 16 26 7 4 53 
期待度数 11.2 26.5 9.8 5.6 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 30.2% 49.1% 13.2% 7.5% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -.2 -1.8 -1.3  
中
等 
度数 0 12 7 4 23 
期待度数 4.8 11.5 4.2 2.4 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 52.2% 30.4% 17.4% 100.0% 
調整済み残差 -3.0 .2 1.8 1.3  
合計 度数 16 38 14 8 76 
期待度数 16.0 38.0 14.0 8.0 76.0 




表 3-73 ［問 35-1］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 11.035a 3 .012* 
尤度比 15.292 3 .002 
有効なケースの数 76   





表 3-74 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-2］クロス集計 
  ［問 35-2］ 合計 






度数 21 19 9 4 53 
期待度数 14.6 21.6 10.5 6.3 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 39.6% 35.8% 17.0% 7.5% 100.0% 
調整済み残差 3.5 -1.3 -.9 -1.8  
中
等 
度数 0 12 6 5 23 
期待度数 6.4 9.4 4.5 2.7 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 52.2% 26.1% 21.7% 100.0% 
調整済み残差 -3.5 1.3 .9 1.8  
合計 度数 21 31 15 9 76 
期待度数 21.0 31.0 15.0 9.0 76.0 





表 3-75 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 13.563a 3 .004** 
尤度比 19.251 3 .000 
有効なケースの数 76   





表 3-76 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-3］クロス集計 
  ［問 35-3］ 合計 






度数 14 25 11 3 53 
期待度数 9.8 22.3 17.4 3.5 53.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 26.4% 47.2% 20.8% 5.7% 100.0% 
調整済み残差 2.7 1.4 -3.4 -.5  
中
等 
度数 0 7 14 2 23 
期待度数 4.2 9.7 7.6 1.5 23.0 
中高一貫教育の実施形態 の % 0.0% 30.4% 60.9% 8.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.7 -1.4 3.4 .5  
合計 度数 14 32 25 5 76 
期待度数 14.0 32.0 25.0 5.0 76.0 




表 3-77 中高一貫教育の実施形態＊［問 35-3］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 15.213a 3 .002** 
尤度比 18.541 3 .000 
有効なケースの数 76   





表 3-78 3.4.5.6 グループ統計量 
中高一貫教育の実施形態 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 27-2］ 併設型 57 -.404 1.3074 .1732 
中等 24 .292 1.1602 .2368 
［問 27-4］ 併設型 57 -1.105 1.1289 .1495 
中等 24 -.250 1.5108 .3084 
［問 29-1］ 併設型 57 .140 1.3016 .1724 
中等 24 .792 .8836 .1804 
［問 35-1］ 併設型 53 -.811 1.2256 .1684 
中等 23 .130 1.2542 .2615 
［問 35-2］ 併設型 53 -.830 1.3263 .1822 
中等 23 .174 1.3022 .2715 
［問 35-3］ 併設型 53 -.679 1.2368 .1699 




表 3-79 3.4.5.6 独立サンプルの検定 














差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 27-2］ 仮定 2.646 .108 -2.256 79 .027* -.6952 .3081 -1.3085 -.0819 
非仮定   -2.370 48.479 .022 -.6952 .2934 -1.2849 -.1054 
［問 27-4］ 仮定 9.218 .003 -2.807 79 .006 -.8553 .3047 -1.4617 -.2488 
非仮定   -2.495 34.306 .018* -.8553 .3427 -1.5516 -.1590 
［問 29-1］ 仮定 29.787 .000 -2.240 79 .028 -.6513 .2908 -1.2302 -.0725 
非仮定   -2.610 62.722 .011* -.6513 .2495 -1.1500 -.1527 
［問 35-1］ 仮定 2.423 .124 -3.056 74 .003** -.9418 .3082 -1.5558 -.3277 
非仮定   -3.028 41.030 .004 -.9418 .3110 -1.5699 -.3136 
［問 35-2］ 仮定 1.024 .315 -3.048 74 .003** -1.0041 .3294 -1.6604 -.3478 
非仮定   -3.071 42.613 .004 -1.0041 .3270 -1.6637 -.3445 
［問 35-3］ 仮定 .379 .540 -3.924 74 .000** -1.1575 .2950 -1.7453 -.5697 







 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，国および地方自治体を国公立とし




















分かる（カイ 2 乗検定：p=0.047<0.05，df=3，t 検定：t=2.154，df=72.511，p=0.03
5<0.05）． 
 
表 3-80 学校設置者＊［問 18-6］クロス集計 
  ［問 18-6］ 合計 









度数 13 29 1 43 
期待度数 19.2 22.6 1.3 43.0 
学校設置者 の % 30.2% 67.4% 2.3% 100.0% 
調整済み残差 -2.5 2.6 -.3  
私
立 
度数 32 24 2 58 
期待度数 25.8 30.4 1.7 58.0 
学校設置者 の % 55.2% 41.4% 3.4% 100.0% 
調整済み残差 2.5 -2.6 .3  
合計 度数 45 53 3 101 
期待度数 45.0 53.0 3.0 101.0 
学校設置者 の % 44.6% 52.5% 3.0% 100.0% 
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表 3-81 学校設置者＊［問 18-6］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 6.748a 2 .034* 
尤度比 6.856 2 .032 
有効なケースの数 101   





表 3-82 学校設置者＊［問 27-2］クロス集計 
  ［問 27-2］ 合計 









度数 7 6 24 0 37 
期待度数 7.8 11.5 16.9 .8 37.0 
学校設置者 の % 18.9% 16.2% 64.9% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.4 -2.6 3.1 -1.2  
私
立 
度数 12 22 17 2 53 
期待度数 11.2 16.5 24.1 1.2 53.0 
学校設置者 の % 22.6% 41.5% 32.1% 3.8% 100.0% 
調整済み残差 .4 2.6 -3.1 1.2  
合計 度数 19 28 41 2 90 
期待度数 19.0 28.0 41.0 2.0 90.0 




表 3-83 学校設置者＊［問 27-2］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 11.162a 3 .011* 
尤度比 12.165 3 .007 
有効なケースの数 90   






表 3-84 学校設置者＊［問 27-9］クロス集計 
  ［問 27-9］ 合計 









度数 7 11 17 2 37 
期待度数 8.2 15.6 11.1 2.1 37.0 
学校設置者 の % 18.9% 29.7% 45.9% 5.4% 100.0% 
調整済み残差 -.6 -2.0 2.8 -.1  
私
立 
度数 13 27 10 3 53 
期待度数 11.8 22.4 15.9 2.9 53.0 
学校設置者 の % 24.5% 50.9% 18.9% 5.7% 100.0% 
調整済み残差 .6 2.0 -2.8 .1  
合計 度数 20 38 27 5 90 
期待度数 20.0 38.0 27.0 5.0 90.0 




表 3-85 学校設置者＊［問 27-9］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 7.959a 3 .047* 
尤度比 7.957 3 .047 
有効なケースの数 90   





表 3-86 3.4.5.7 グループ統計量 
学校設置者 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 18-6］ 国公立 43 .419 .9570 .1459 
私立 58 -.069 1.0573 .1388 
［問 27-2］ 国公立 37 .108 1.2646 .2079 
私立 53 -.472 1.2650 .1738 
［問 27-9］ 国公立 37 -.108 1.3288 .2185 

























［問 18-6］ 仮定 7.531 .007 2.385 99 .019 .4876 .2045 .0819 .8933 
非仮定     2.421 95.055 .017* .4876 .2014 .0877 .8875 
［問 27-2］ 仮定 .057 .812 2.140 88 .035* .5798 .2710 .0413 1.1183 
非仮定     2.140 77.636 .035 .5798 .2709 .0404 1.1193 
［問 27-9］ 仮定 5.099 .026 2.193 88 .031 .5900 .2690 .0554 1.1246 





 3.4.5.8 各種事業 































問18-7 問18-6 問18-5 問18-4 問18-3 問18-2 問18-1




















［問 27-1］では平均値が-0.28，［問 27-2］では平均値が-0.23，［問 27-3］では平均









［問 27-7］他教科（技術科，情報科以外）に TT として参加することがある． 
［問 27-8］学校図書館を学習情報センターとして利活用することがある． 
［問 27-9］技術科・情報科“以外”で情報教育に類する教育を行っている． 
 ［問 27-4］では平均値が-0.89，［問 27-5］では平均値が-1.18，［問 27-6］では平均









問27-9 問27-8 問27-7 問27-6 問27-5 問27-4 問27-3 問27-2 問27-1


















 ［問 29-1］では平均値が 0.34，［問 29-2］では平均値が 0.04，［問 29-3］では平均値
が 0.31，［問 29-4］では平均値が-0.11，［問 29-5］では平均値が 0.21，［問 29-6］では










問29-6 問29-5 問29-4 問29-3 問29-2 問29-1












































 全国の併設型中高一貫教育校および中等教育学校全 372 校に対して質問紙調査を
実施した結果，併設型中高一貫教育校では全体の 21.6%にあたる 69 校，中等教育
学校では全体の 53.8%にあたる 28 校から回答を得ることができた．このほかに，
今回の調査では対象外とした連携型中高一貫校等からの回答もあり，合計としては
全体の 32.5%にあたる 121 校から回答を得ることができた． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結
果，以下の設問に回答した属性の回答結果から 5%から 1%水準の有意差が認めら
れた． 
1)  教職経験年数：［問 18-6］，［問 27-8］ 
2)  指導している教科：［問 27-3］，［問 27-5］，［問 35-1］，［問 35-3］ 
3)  所持している免許状：［問 27-4］，［問 27-5］，［問 35-3］ 
4)  情報科免許の取得時期：［問 18-1］ 
5)  中高一貫教育の実施形態：［問 27-2］，［問 27-4］，［問 29-1］，［問 35-1］， 
                       ［問 35-2］，［問 35-3］ 
6)  学校設置者：［問 18-6］，［問 27-2］，［問 27-9］ 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結
果，以下の属性と各群間で有意差が認められなかった． 
1)  勤務校での役職 
2)  SSH やユネスコスール等の特例制度や事業指定の有無 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結
果，有意差が認められた属性に対して t 検定を実施した結果，以下の属性で以下の
属性でカイ 2 乗検定で有意差が認められた設問と同じ設問で 5%から 1%水準で有
意差が認められた． 
1)  教職経験年数：20 年以上と 21 年未満間 
2)  指導教科：技術科および情報科と情報科間 
3)  所持免許状：技術科および情報科と情報科間 
4)  情報科免許取得時期：大学と臨時講習間， 
5)  中高一貫教育校の実施形態：併設型中高一貫教育校と中等教育学校間 
6)  学校設置者：国公立と私立間 
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 本研究の調査内容に賛同し，回答した調査対象校は以下の表 4-1 の通りである．4.2
で抽出した中高一貫教育校 35 校のうち，回答したのは 19 校で，調査対象校における
回答校の割合は 54.3%となった．内訳は中等教育学校 5 校，併設型中等一貫教育校 14
校であった． 
 
表 4-1 回答者数内訳 
調査対象校 発送数（校） 回答数（校） 有効回収率（%） 
中等教育学校 9 5 55.6 
併設型中高一貫教育校 26 14 53.8 
合計 35 19 54.3 
 
 





 教職経験年数は，0~5 年が 15.8%，6~10 年が 26.3%，11~20 年が 21.0%，21~30 年





表 4-2 回答者数内訳 
教職経験年数 割合（%） 
０～5 年 15.8 
6～10 年 26.3 
11～20 年 21.0 
21～30 年 15.8 
30～40 年 15.8 
41 年以上 5.3 
 
［問 3］ご勤務校での校務分掌における担当，役職をお答えください【択一】 
 回答者での勤務校での役職について，主任・部長が 15.8%，教科主任が 36.8%，教
諭（講師含）が 47.4%となった（表 4-3）． 
 








 回答者の出身学部系統は，人文社会系が 21.1%，教育系が 15.8%，情報系が 15.
8%，理工系が 36.8%，農学系が 5.3%，家政系が 5.3%となった（表 4-4）． 
 











 回答者の所持している免許状は，技術科のみが 5.3%，情報科のみが 42.1%，技術科




が 21.1%，所持していないが 5.3%であった．（表 4-5）． 
 
 
表 4-5 所持している教員免許状および情報科免許取得時期 
所持する免許 割合（%）  取得時期 割合（%） 
技術 5.3  臨時講習 47.4 
情報 42.1  通信制修了 10.5 
技術・情報 10.5  大学卒業時 15.8 
情報・その他 36.8  臨時免許状 21,1, 




 回答者が指導している教科については，技術科が 5.3%，情報科が 42.1%，技術科と
情報科が 31.6%，技術科と他教科が 5.3%，情報科と他教科が 15.8%となった（表 4-
6）． 
 











 ［問 7］から［問 9］では，技術科および情報科における情報教育の現状と指摘され
ている課題についてどのように認識しているのかを調査した．また，これらの設問は，
［問 7］が技術科のみを担当している教員，［問 8］が情報科のみを担当している教員，
［問 9］が両教科を担当している教員が回答する中問であり，［問 7］，［問 8］は 12 問


























































の結果については，以下の表 4-7 に示す． 
  
94  











0.0 50.0 50.0 0.0 
(2)技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。  0.0 50.0 50.0 0.0 
(3)技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  0.0 100.0 0.0 0.0 
(4)技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 0.0 0.0 100.0 0.0 
(5)技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 0.0 50.0 50.0 0.0 
(6)中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 0.0 0.0 100.0 0.0 
(7)技術科では、小学校における情報教育の不足を補う内容をせ
ざるを得ない。 
0.0 100.0 0.0 0.0 
(8)現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方
の指導が限界である。 
50.0 0.0 50.0 0.0 
(9)現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会
と情報」と同程度の内容へ変更することには不安が残る。 
0.0 50.0 50.0 0.0 
(10)技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報教
育も同時に改善する必要がある。 
0.0 100.0 0.0 0.0 
(11)技術科で、どこまでの内容を指導すればよいのか分からない。  0.0 50.0 50.0 0.0 
































もそう思う」が 18.2%，「まあそう思う」が 45.5%，「あまりそう思わない」が 18.2%，
「全くそう思わない」が 18.2%となり，比較的不安を覚えている教員が多いという結果
となった．高等学校段階における情報科以外での情報教育の必要性については，「とても
そう思う」が 27.3%，「まあそう思う」が 45.5%，「あまりそう思わない」が 18.2%とな
り，他教科でも情報教育を行う必要性を感じている教員が多いという結果になった．ま
た，情報科の学習内容が技術科の内容を補わざるを得ないかという設問については，「と

































ついては，以下の表 4-8 に示す． 
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45.5 54.5 0.0 0.0 
(2)情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。  27.3 18.2 54.5 0.0 
(3)情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。  9.1 36.4 54.5 0.0 
(4)情報科で、プログラミング学習を実施するのは不安がある。  18.2 45.5 18.2 18.2 
(5)高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。  27.3 45.5 18.2 0.0 
(6)情報科は、技術科における情報教育の不足を補う内容をせ
ざるを得ない。 
18.2 63.6 0.0 18.2 
(7)現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である。  9.1 27.3 45.5 18.2 
(8)情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  18.2 27.3 45.5 9.1 
(9)現状の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科
学」と同程度の内容へ変更されることに不安がある。 
0.0 18.2 63.6 18.2 
(10)技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内
容を扱うのは難しい。 
0.0 27.3 45.5 27.3 
(11)情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教
育の内容を同時に改善する必要がある。 
18.2 63.6 9.1 9.1 





































































































































(1)技術科は、現在の年間授業時間数で学習指導要領の内容を網羅できている。  0.0 0.0 50.0 50.0 
(2)技術科は、現在の指導内容で情報社会の進展に対応している。  0.0 33.3 66.7 0.0 
(3)技術科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  0.0 50.0 50.0 0.0 
(4)技術科は、情報科の指導内容に対応できていない。 16.7 50.0 16.7 16.7 
(5)技術科でプログラミング学習を実施するのは不安がある。 16.7 50.0 33.3 0.0 
(6)中学校における情報教育は、技術科だけで充分である。 0.0 0.0 50.0 50.0 
(7)技術科では、小学校における情報教育の不足を補う内容をせざるを得ない。  33.3 33.3 33.3 0.0 
(8)現状の技術科における情報教育では、コンピュータの使い方
の指導が限界である。 
0.0 66.7 33.3 0.0 
(9)現在のままでは、学習指導要領改訂に伴い、情報科の「社会
と情報」と同程度の内容へ変更することには不安が残る。 
50.0 33.3 16.7 0.0 
(10)技術科を改善するには、小学校及び高等学校における情報
教育も同時に改善する必要がある。 
66.7 16.7 0.0 16.7 
(11)技術科で、どこまでの内容を指導すればよいのか分からない。  0.0 33.3 33.3 33.3 
(12)技術科は、情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策
定する必要がある。 
33.3 66.7 0.0 0.0 
(13)情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 16.7 50.0 33.3 0.0 
(14)情報科は、現在の指導内容では情報社会の進展に対応していない。  16.7 33.3 50.0 0.0 
(15)情報科は、技術科における情報教育の内容に対応していない。  0.0 16.7 66.7 16.7 
(16)情報科で、プログラミング学習を実施するのは不安がある。  16.7 16.7 50.0 16.7 
(17)高等学校における情報教育は、情報科だけでは不足している。  50.0 16.7 33.3 0.0 
(18)情報科は、技術科における情報教育の不足を補う内容をせざるを得ない。  33.3 0.0 33.3 33.3 
(19)現状の情報科では、コンピュータの使い方の指導が限界である。  0.0 33.3 16.7 50.0 
(20)情報科は、現在の指導内容では生徒の発達段階に対応していない。  16.7 16.7 33.3 33.3 
(21)現状の情報科では、学習指導要領改訂によって「情報の科
学」と同程度の内容へ変更されることに不安がある。 
33.3 33.3 16.7 16.7 
(22)技術科における情報教育で、現在の「社会と情報」の内容を扱うのは難しい。  33.3 33.3 16.7 16.7 
(23)情報科を改善するには、中学校及び大学における情報教育
の内容を同時に改善する必要がある。 
16.7 66.7 16.7 0.0 









肯定感情は上下することが考えられる． そこで［問 10］から［問 12］では，担当
している教科に対する肯定感情を調査した．また，これらの設問は，［問 10］が技術科
のみを担当している教員，［問 11］が情報科のみを担当している教員，［問 12］が両教

















































(1)技術科は、他の教科並みに価値のある教科である。 50.0 50.0 0.0 0.0 
(2)技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 50.0 50.0 0.0 0.0 
(3)技術科は、不必要だ。 0.0 0.0 50.0 50.0 
(4)技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みに
うまくやれている。 
0.0 100.0 0.0 0.0 
(5)技術科には、自慢できるところがない。 0.0 50.0 50.0 0.0 
(6)技術科に対して肯定的である。 0.0 100.0 0.0 0.0 
(7)技術科にほぼ満足である。 0.0 50.0 50.0 0.0 










































表 4-11 情報科に対する教科肯定感情（単位：%） 








(1)情報科は、他教科並みに価値のある教科である。 53.8 30.8 15.4 0.0 
(2)情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 53.8 38.5 7.7 0.0 
(3)情報科は、不必要だ。 0.0 0.0 38.5 61.5 
(4)情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みに
うまくやれている。 
7.7 38.5 46.2 7.7 
(5)情報科には、自慢できるところがない。 0.0 7.7 53.8 38.5 
(6)情報科に対して肯定的である。 23.1 69.2 7.7 0.0 
(7)情報科にほぼ満足である。 0.0 38.5 61.5 0.0 











































































体の結果については，以下の表 4-12 に示す． 
 









(1)技術科は、他の教科並みに価値のある教科である。 33.3 61.1 5.6 0.0 
(2)技術科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 27.8 66.7 5.6 0.0 
(3)技術科は、不必要だ。 0.0 0.0 44.4 55.6 
(4)技術科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 11.8 33.3 44.4 5.9 
(5)技術科には、自慢できるところがない。 0.0 11.1 50.0 38.9 
(6)技術科に対して肯定的である。 22.2 72.2 0.0 5.6 
(7)技術科にほぼ満足である。 5.6 38.9 55.6 0.0 
(8)技術科は、役に立たない教科である。 0.0 0.0 33.3 61.1 
(9)情報科は、他教科並みに価値のある教科である。 50.0 33.3 16.7 0.0 
(10)情報科は、生徒にとって色々良い基盤になる。 44.4 50.0 5.6 0.0 
(11)情報科は、不必要だ。 0.0 0.0 35.3 64.7 
(12)情報科の授業を、他教員による他教科の授業並みにうまくやれている。 22.2 33.3 33.3 11.1 
(13)情報科には、自慢できるところがない。 0.0 22.2 38.9 38.9 
(14)情報科に対して肯定的である。 38.9 55.6 5.6 0.0 
(15)情報科にほぼ満足である。 5.6 66.7 22.2 5.6 





















































































































(1)困っていることを解決するために、他者からの助言や援助が欲しい。  21.1 52.6 15.8 10.5 
(2)自分が困っているときには、話を聞いてくれる人が欲しい。  15.8 63.2 10.5 10.5 
(3)困っていることを解決するために、自分と一緒に対処して
くれる人が欲しい。 
22.2 72.2 0.0 5.6 
(4)自分は、よほどのことがない限り、人に相談することがない。  15.8 26.3 31.6 26.3 
(5)何事も他人に頼らず、自分で解決したい。 0.0 36.8 31.6 31.6 
(6)他人の援助や助言は、あまり役立たないと思っている。 0.0 15.8 47.4 36.8 
(7)自分の周りの人に助けられながら、上手くやっていきたい。  36.8 36.8 21.1 5.3 
(8)人に相談したり援助を求めるとき、いつも心苦しさを感じる。  5.3 36.8 36.8 21.1 
(9)他人からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。 0.0 10.5 57.9 31.6 
(10)人は誰でも、相談や援助を求められたら、煩わしく感じると思う。  0.0 5.3 68.4 26.3 
(11)自分が困っているとき、周りの人には、そっとしておいて欲しい。  5.3 10.5 57.9 26.3 
(12)困っていることを解決しようとしても、相談する時間がない。  15.8 52.6 15.8 15.8 
(13)困っていることを解決しようとしても、相談できる場所がない。  10.5 31.6 47.4 10.5 
(14)相談しようとしても、困っていることの内容を理解でき
る人が周りにいない。 
15.8 57.9 21.1 5.3 
(15)困っていることを解決するために、学会や研究会に参加
することがある。 







































 技術科と情報科を担当する教員が校内の IT インフラを整備する機会が多いことか
ら，担当することの必要性については，「とてもそう思う」が 21.1%，「ややそう思う」












 技術科，情報科と主要 5 教科の立場の関係性に授業時数が影響しているのかについて
は，「とてもそう思う」が 15.8%，「ややそう思う」が 36.8%，「あまりそう思わない」
が 26.3%，「全くそう思わない」が 21.1%となり，どちらかといえば多くの教員は授業







































































(1)技術科と情報科で、情報教育を専門的に扱うことは必要である。  36.8 52.6 10.5 0.0 
(2)技術科と情報科は、他教科より生徒を引き付ける魅力がある。  26.3 47.4 26.3 0.0 
(3)技術科と情報科における情報教育の意義を説明することができる。  42.1 36.8 21.1 0.0 
(4)技術科と情報科は、受験教科ではないので他教科ほどの専門性はない。 0.0 31.6 31.6 36.8 
(5)技術科と情報科は、授業時数が少ないので他教科ほどの専門性はない。 10.5 15.8 47.4 26.3 
(6)技術科と情報科の、担当教員は校内のＩＴインフラ整備等
を担当する必要はない。 
21.1 47.4 21.1 10.5 
(7)技術科と情報科は、受験教科ではないので主要５教科より立場が低い。 21.1 57.9 10.5 10.5 
(8)技術科と情報科は、授業時数が少ないので主要５教科より立場が低い。 15.8 36.8 26.3 21.1 
(9)技術科と情報科は、授業時数が少ないので連携していく必要がある。  31.6 57.9 5.3 5.3 
(10)技術科と情報科は、同じ情報学を取り扱うので連携して
いく必要がある。 
31.6 57.9 5.3 5.3 
(11)技術科と情報科は、担当教員が少ないので連携していく必要がある。  36.8 52.6 5.3 5.3 
(12)技術科と情報科では、コンピュータ等の機器操作ができ
れば十分である。 
0.0 10.5 42.1 47.4 
(13)技術科と情報科における授業内容は、社会の進展に適宜
対応していく必要がある。 
47.4 47.4 5.3 0.0 
(14)技術科と情報科に専任の教員は、配置する必要はない。 0.0 5.3 26.3 68.4 
(15)技術科と情報科に、「情報の科学的な理解」の内容を追
加していく必要はない。 
0.0 5.3 42.1 52.6 
(16)技術科と情報科以外で、「情報活用の実践力」を養う必要はない。  0.0 0.0 31.6 68.4 
(17)技術科と情報科よりも、道徳で「情報社会に参画する態
度」を養う必要はない。 






























































か「はい」か「いいえ」の 2 択式の設問を設定し，［問 18］と［問 19］でその理由につ








































 本調査では，回答者の属性に関する項目と 4 段階尺度を用いた全ての設問項目に対し
てクロス集計を行った．4 段階尺度を用いた設問は，両教科の学習内容に対する現状と
認識について尋ねた［問 7］から［問 9］，両教科に対する肯定感について尋ねた［問 1
0］から［問 12］，被援助志向性について尋ねた［問 13］，両教科の価値と今後の方向性
について尋ねた［問 14］の合計 80 問である．属性については，教職経験年数，役職，
出身学部系統，情報科免許取得時期，指導免許状，指導教科を対象とした．また本節で
は 3.4.5 と同様の手法でカイ 2 乗検定および t 検定を用いた検定を実施した．検定結果
についても有意差が認められた結果のみを取り扱うこととする．全てのクロス表とカイ




 本属性では，検定を行う前に，情報科が新設された 1998 年を分割の目安とし，選





 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の情報科を担当する教員間での情報科に対する
充足感について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 21 年以上の教
員の方が満足感が高いことが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年




 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の両教科を担当する教員間での情報科の必要性
について，カイ 2 乗検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方
が必要と考えていることが分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年数






 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の情報科を担当する教員間で，技術科に対して
求めることとして技術科の内容の定着を挙げた教員について，カイ 2 乗検定では，5%
水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方が必要であると考えていることが
分かる．また，t 検定では，5%水準で有意に教職経験年数が 20 年以下の教員の方が





 教職経験年数 20 年以下と 21 年以上の技術科を担当する教員間で，情報科に対して
求めることとして両教科での教員間の交流を挙げた教員について，カイ 2 乗検定で
は，5%水準で有意に 20 年以下の教員の方が必要であると考えていることが分かる．
また，t 検定では，5%水準で有意に 20 年以下の教員の方が必要であることが分かる




表 4-19 教職経験年数＊［問 11-7］クロス表 








0～20 年 度数 7 1 8 
期待度数 4.9 3.1 8.0 
教職経験年数 2 の % 87.5% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 2.4 -2.4  
21 年以上 度数 1 4 5 
期待度数 3.1 1.9 5.0 
教職経験年数 2 の % 20.0% 80.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.4 2.4  
合計 度数 8 5 13 
期待度数 8.0 5.0 13.0 





表 4-20 教職経験年数＊［問 11-7］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 5.923a 1 .015* 
尤度比 6.291 1 .012 
有効なケースの数 13   
a. 4 セル (100.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.92 です。 




表 4-21 教職経験年数＊［問 12-11］クロス表 








0～20 年 度数 9 2 11 
期待度数 6.7 4.3 11.0 
教職経験年数 2 の % 81.8% 18.2% 100.0% 
調整済み残差 2.3 -2.3  
21 年以上 度数 2 5 7 
期待度数 4.3 2.7 7.0 
教職経験年数 2 の % 28.6% 71.4% 100.0% 
調整済み残差 -2.3 2.3  
合計 度数 11 7 18 
期待度数 11.0 7.0 18.0 




表 4-22 教職経験年数＊［問 12-11］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 5.103a 1 .024* 
尤度比 5.250 1 .022 
有効なケースの数 18   
a. 3 セル (75.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.72 です。 






表 4-23 教職経験年数＊［問 15］クロス表 








0～20 年 度数 4 8 12 
期待度数 6.3 5.7 12.0 
教職経験年数 2 の % 33.3% 66.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.2 2.2  
21 年以上 度数 6 1 7 
期待度数 3.7 3.3 7.0 
教職経験年数 2 の % 85.7% 14.3% 100.0% 
調整済み残差 2.2 -2.2  
合計 度数 10 9 19 
期待度数 10.0 9.0 19.0 




表 4-24 教職経験年数＊［問 15］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 4.866a 1 .027* 
尤度比 5.269 1 .022 
有効なケースの数 19   
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 3.32 です。 





表 4-25 教職経験年数＊［問 16］クロス表 








0～20 年 度数 3 9 12 
期待度数 5.1 6.9 12.0 
教職経験年数 2 の % 25.0% 75.0% 100.0% 
調整済み残差 -2.0 2.0  
21 年以上 度数 5 2 7 
期待度数 2.9 4.1 7.0 
教職経験年数 2 の % 71.4% 28.6% 100.0% 
調整済み残差 2.0 -2.0  
合計 度数 8 11 19 
期待度数 8.0 11.0 19.0 




表 4-26 教職経験年数＊［問 16］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 3.909a 1 .048* 
尤度比 3.992 1 .046 
有効なケースの数 19   
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.95 です。 






表 4-27 4.4.8.1 グループ統計量 
 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 11-7］ 0～20 年 8 -.75 .707 .250 
21 年以上 5 .60 .894 .400 
［問 12-11］ 0～20 年 11 -1.82 .405 .122 
21 年以上 7 -1.29 .488 .184 
［問 15］ 0～20 年 12 .67 .492 .142 
21 年以上 7 .14 .378 .143 
［問 16］ 0～20 年 12 .67 .492 .142 



















差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 11-7］ 仮定 .445 .519 -3.034 11 .011* -1.350 .445 -2.329 -.371 
非仮定   -2.862 7.115 .024 -1.350 .472 -2.462 -.238 
［問 12-11］ 仮定 .906 .355 -2.516 16 .023* -.532 .212 -.981 -.084 
非仮定   -2.408 11.120 .035 -.532 .221 -1.018 -.046 
［問 15］ 仮定 4.079 .059 2.419 17 .027* .524 .217 .067 .981 
非仮定   2.599 15.483 .020 .524 .202 .095 .952 
［問 16］ 仮定 50.105 .000 1.770 17 .095 .333 .188 -.064 .731 






 本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，管理職とその他の役職を 2 群に分
ける際の指標とし，管理職と教諭の 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実際







ると考えていることが分かる（カイ 2 乗検定：p=0.035<0.05，df=1，t 検定：t=-2.28
3，df=17，p=0.036<0.05）． 
 
表 4-29 役職＊［問 16］クロス表 




管理職 度数 1 2 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
役職、担当 2 の % 33.3% 66.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 2.1  
教諭 度数 14 2 16 
期待度数 12.6 3.4 16.0 
役職、担当 2 の % 87.5% 12.5% 100.0% 
調整済み残差 2.1 -2.1  
合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 




表 4-30 役職＊［問 16］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 4.460a 1 .035* 
尤度比 3.681 1 .055 
有効なケースの数 19   
a. 3 セル (75.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .63 です。 





表 4-31 4.4.8.2 グループ統計量 
役職、担当 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 16］ 教諭 16 .13 .342 .085 




















差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 16］ 仮定 2.067 .169 -2.283 17 .036* -.542 .237 -1.042 -.041 














用を 2 群に分ける際の指標とし，その 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実






















表 4-33 情報科免許取得時期＊［問 15］クロス表 





臨時免許状 度数 4 1 5 
期待度数 1.8 3.2 5.0 
情報科免許取得時期 2 の % 80.0% 20.0% 100.0% 
調整済み残差 2.3 -2.3  
規定単位 度数 3 11 14 
期待度数 5.2 8.8 14.0 
情報科免許取得時期 2 の % 21.4% 78.6% 100.0% 
調整済み残差 -2.3 2.3  
合計 度数 7 12 19 
期待度数 7.0 12.0 19.0 




表 4-34 情報科免許取得時期＊［問 15］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 5.432a 1 .020* 
尤度比 5.456 1 .020 
有効なケースの数 19   
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.84 です。 














臨時免許状 度数 5 0 5 
期待度数 2.6 2.4 5.0 
情報科免許取得時期 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.5 -2.5   
規定単位 度数 5 9 14 
期待度数 7.4 6.6 14.0 
情報科免許取得時期 2 の % 35.7% 64.3% 100.0% 
調整済み残差 -2.5 2.5   
合計 度数 10 9 19 
期待度数 10.0 9.0 19.0 
情報科免許取得時期 2 の % 52.6% 47.4% 100.0% 
129  
 
表 4-36 情報科免許取得時期＊［問 16］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 6.107a 1 .013* 
尤度比 8.038 1 .005 
有効なケースの数 19     
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 2.37 です。 





表 4-37 4.4.8.4 グループ統計量 
情報科免許取得時期 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 15］ 規定単位 14 .79 .426 .114 
臨時免許状 5 .20 .447 .200 
［問 16］ 規定単位 14 .64 .497 .133 























［問 15］ 仮定 .017 .899 2.609 17 .018* .586 .225 .112 1.059 
非仮定     2.545 6.791 .039 .586 .230 .038 1.133 
［問 16］ 仮定 50.329 .000 2.838 17 .011 .643 .227 .165 1.121 









本属性と 4 段階尺度の設問を検定するにあたり，技術科の免許の有無を 2 群に分け
る際の指標とし，との 2 つの組み合わせに分けて検定を実施した．実際の検定の結果





































表 4-39 所持免許状＊［問 13-5］クロス表 
  ［問 13-5］ 合計 










技術 度数 0 1 0 1 
期待度数 .3 .3 .4 1.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.7 1.5 -.8  
技術・情報 度数 3 0 0 3 
期待度数 .9 .9 1.1 3.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 2.8 -1.3 -1.4  
情報 度数 3 5 7 15 
期待度数 4.7 4.7 5.5 15.0 
所持している免許状 2 の % 20.0% 33.3% 46.7% 100.0% 
調整済み残差 -2.1 .3 1.7  
合計 度数 6 6 7 19 
期待度数 6.0 6.0 7.0 19.0 




表 4-40 所持免許状＊［問 13-5］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 9.711a 4 .046* 
尤度比 10.331 4 .035 
有効なケースの数 19   






表 4-41 所持免許状＊［問 14-2］クロス表 
  ［問 14-2］ 合計 










技術 度数 0 1 0 1 
期待度数 .3 .5 .3 1.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 -.6 1.1 -.6  
技術・情報 度数 0 0 3 3 
期待度数 .8 1.4 .8 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -1.1 -1.8 3.2  
情報 度数 5 8 2 15 
期待度数 3.9 7.1 3.9 15.0 
所持している免許状 2 の % 33.3% 53.3% 13.3% 100.0% 
調整済み残差 1.3 1.0 -2.5  
合計 度数 5 9 5 19 
期待度数 5.0 9.0 5.0 19.0 




表 4-42 所持免許状＊［問 14-2］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 10.865a 4 .028* 
尤度比 11.046 4 .026 
有効なケースの数 19   







表 4-43 所持免許状＊［問 15］クロス表 











技術 度数 1 0 1 
期待度数 .8 .2 1.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .5 -.5  
技術・情報 度数 0 3 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.7 3.7  
情報 度数 14 1 15 
期待度数 11.8 3.2 15.0 
所持している免許状 2 の % 93.3% 6.7% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -3.0  
合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 




表 4-44 所持免許状＊［問 15］カイ 2 乗検定 
 値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 13.384a 2 .001** 
尤度比 12.209 2 .002 
有効なケースの数 19   





















技術 度数 1 0 1 
期待度数 .8 .2 1.0 
所持している免許状 2 の % 100.0% 0.0% 100.0% 
調整済み残差 .5 -.5  
技術・情報 度数 0 3 3 
期待度数 2.4 .6 3.0 
所持している免許状 2 の % 0.0% 100.0% 100.0% 
調整済み残差 -3.7 3.7  
情報 度数 14 1 15 
期待度数 11.8 3.2 15.0 
所持している免許状 2 の % 93.3% 6.7% 100.0% 
調整済み残差 3.0 -3.0  
合計 度数 15 4 19 
期待度数 15.0 4.0 19.0 




表 4-46 所持免許状＊［問 16］カイ 2 乗検定 
  値 df 漸近有意確率 (両側) 
Pearson のカイ 2 乗 13.384a 2 .001** 
尤度比 12.209 2 .002 
有効なケースの数 19   







表 4-47 4.4.8.5 グループ統計量 
所持している免許状 度数 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
［問 13-4］ 技術・情報 3 -2.00 0.000 0.000 
情報 15 -.27 1.280 .330 
［問 14-2］ 技術・情報 3 2.00 0.000 0.000 
情報 15 .47 1.125 .291 
［問 15］ 技術・情報 3 1.00 0.000 0.000 
情報 15 .07 .258 .067 
［問 16］ 技術・情報 3 1.00 0.000 0.000 




表 4-48 4.4.8.5 独立サンプルの検定 














差の 95%  
信頼区間 
下限 上限 
［問 13-4］ 仮定 28.399 .000 -2.289 16 .036 -1.733 .757 -3.338 -.128 
非仮定   -5.245 14.000 .000** -1.733 .330 -2.442 -1.025 
［問 14-2］ 仮定 11.272 .004 2.303 16 .035 1.533 .666 .122 2.945 
非仮定   5.277 14.000 .000** 1.533 .291 .910 2.157 
［問 15］ 仮定 .884 .361 6.110 16 .000** .933 .153 .610 仮定 
非仮定   14.000 14.000 .000 .933 .067 .790 非仮定 
［問 16］ 仮定 .884 .361 6.110 16 .000** .933 .153 .610 1.257 



















［問 9-12］技術科は，情報科との連携・接続に配慮した指導計画を策定する必要がある。  
［問 9-13］情報科は、現在の単位数では学習指導要領の内容を網羅できていない。 







































10 問9-9 問9-8 問9-7 問9-6 問9-5 問9-4 問9-3 問9-2 問9-1


























 ［問 12-1］では平均値が 1.22，［問 12-2］では平均値が 1.17，［問 12-3］では平均
値が 1.50，［問 12-5］では平均値が 1.11，［問 12-6］では平均値が 1.06，［問 12-8］
では平均値が 1.50，［問 12-9］では平均値が 1.21，［問 12-10］では平均値が 1.37，
［問 12-11］では平均値が 1.63，［問 12-14］では平均値が 1.32，［問 12-15］では平









































































 ［問 13-3］では平均値が 1.06，［問 13-6］では平均値が 1.05，［問 13-9］では平均































































［問 14-10］技術科と情報科は、同じ情報学を取り扱うので連携していく必要がある。  
［問 14-11］技術科と情報科は、担当教員が少ないので連携していく必要がある。 
［問 14-12］技術科と情報科では、コンピュータ等の機器操作ができれば十分である。  
［問 14-13］技術科と情報科における授業内容は、社会の進展に適宜対応していく必要がある。  
［問 14-14］技術科と情報科に専任の教員は、配置する必要はない。 
［問 14-15］技術科と情報科に、「情報の科学的な理解」の内容を追加していく必要はない。  
［問 14-16］技術科と情報科以外で、「情報活用の実践力」を養う必要はない。 
［問 14-17］技術科と情報科よりも、道徳で「情報社会に参画する態度」を養う必要はない。  
 ［問 14-1］では平均値が 1.16，［問 14-9］では平均値が 1.05，［問 14-10］では平
均値が 1.05，［問 14-11］では平均値が 1.11，［問 14-12］では平均値が-1.26，［問 14-
13］では平均値が 1.37，［問 14-14］では平均値が 1.58，［問 14-15］では平均値が 1.













































































 併設型中高一貫教育校および中等教育学校 35 校に対して質問紙調査を実施した結
果，併設型中高一貫教育校では 53.8%にあたる 14 校，中等教育学校では 55.6%に
あたる 5 校から回答を得ることができ，合計としては 54.3%にあたる 19 校から回
答を得ることができた． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結
果，以有意差が認められない属性は見当たらなかった． 
 
 回答者属性と 4 段階尺度の設問の回答結果のクロス集計及びカイ 2 乗検定の結
果，有意差が認められた属性に対して t 検定を実施した結果，以下の属性がカイ 2
乗検定で有意差が認められた設問と同じ設問で 5%水準の有意差が認められた． 
1)  教職経験年数：20 年以上と 21 年未満間：［問 11-7］，［問 12-11］，［問 15］， 
［問 16］ 
2)  勤務校での役職：管理職と教員間：［問 16］ 
3)  情報科免許の取得時期：臨時免許状とそれ以外の方法間：［問 15］，［問 16］ 
4)  所持している免許状：情報科のみ所持と両教科所持の間：［問 13-5］，［問 14-2］，
［問 15］，［問 16］ 
 










































































































































































































































れてこなかった．の 3 つを挙げることができた． 
 本節では，本研究を通して明らかになった事項を踏まえ，5.3.1 では，構成要素を整
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料［資料 4］別紙 3．2005，http://www．mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/sh
otou/027/shiryo/05012101/003.htm．（参照 2016-01-13）． 
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附録 4-2 「技術科・情報科における情報教育への意識に関する調査」集計結果 
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